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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次  
第63期

第３四半期連結
累計期間

第64期
第３四半期連結
累計期間

第63期
第３四半期連結
会計期間

第64期
第３四半期連結
会計期間

第63期

会計期間  

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高 (百万円) 49,019 40,545 14,151 13,800 65,363

経常利益 (百万円) 456 626 188 495 866

四半期（当期）純利益

又は四半期純損失（△）
(百万円) △262 148 △415 107 181

純資産額 (百万円) － － 5,024 5,736 5,238

総資産額 (百万円) － － 49,794 43,338 48,011

１株当たり純資産額 (円) － － 47.80 54.59 49.84

１株当たり四半期（当

期）純利益金額又は１株

当たり四半期純損失金額

（△）

(円) △2.49 1.41 △3.96 1.03 1.73

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益

金額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 10.1 13.2 10.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △6,143 5,314 － － △7,705

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △991 △158 － － △1,384

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 5,604 △2,521 － － 7,849

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
(百万円) － － 3,904 6,830 4,195

従業員数 (人) － － 775 732 782

（注） １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容

について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 732     

（注）  従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含みます。）であります。

（２）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 651     

（注）  従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。）であります。
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第２【事業の状況】
　（注）「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。

１【生産、受注及び販売の状況】

当社グループが営んでいる事業の大部分を占める建設事業は生産実績を定義することが困難であ

り、建設事業においては請負形態をとっているため販売実績という定義は実態にあいません。

また、当社グループにおいては建設事業以外では受注生産形態をとっておりません。

よって「生産、受注及び販売の状況」については、可能な限り「４　財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析」における各事業の種類別セグメントの業績に関連付けて記載しており

ます。

当社グループの業績には季節的変動があり、売上高は、通常の営業形態として第４四半期連結会

計期間に完成する工事の割合が大きくなるのに対し、人件費その他の固定費が恒常的に発生すること

から、第３四半期連結会計期間の売上高に対する費用負担が大きくなる傾向にあります。

なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。
 

建設事業における受注工事高及び完成工事高の状況

（１）受注工事高、完成工事高、繰越工事高

期別 区分
期首繰越
工事高

（百万円）

期中受注
工事高

（百万円）

計
（百万円）

期中完成
工事高

（百万円）

期末繰越
工事高
（百万円）

前第３四半期累計期間

（自　平成20年４月１日

至　平成20年12月31日）

建築工事 51,289 40,679 91,969 44,084 47,884

土木工事 6,565 2,030 8,596 3,170 5,426

計 57,855 42,710 100,565 47,254 53,311

当第３四半期累計期間

（自　平成21年４月１日

至　平成21年12月31日）　

建築工事 41,786　 31,375　 73,162　 33,467　 39,694　

土木工事 4,233　 1,873　 6,106　 4,294　 1,811　

計 46,019 33,248 79,268 37,762 41,506

前 事 業 年 度

（自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日）

建築工事 51,289 48,651 99,941 58,155 41,786

土木工事 6,565 2,773 9,338 5,105 4,233

計 57,855 51,424 109,280 63,260 46,019

（注）１　前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその増

減額を含みます。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれます。

２　期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）であります。　

（２）受注工事高

期別 区分
官公庁
（百万円）

民間
（百万円）

計
（百万円）

前第３四半期会計期間

（自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日）

建築工事 1,952 2,680 4,632

土木工事 858 150 1,009

計 2,811 2,830 5,641

当第３四半期会計期間

（自　平成21年10月１日

至　平成21年12月31日）

建築工事 30 9,836 9,867

土木工事 1,187 △2 1,184

計 1,217 9,834 11,051

（注）受注工事のうち請負金額５億円以上の主なものは、次のとおりであります。　

前第３四半期会計期間　

株式会社大京 ライオンズ津田沼前原新築工事

藤和不動産株式会社 ＢＥＬＩＳＴＡ三鷹下連雀新築工事

大阪府 大阪府布施警察署新築工事

ＵＤファンド第３特定目的会社 アルファステイツ野里新築工事

当第３四半期会計期間　

株式会社大京 ライオンズ西国分寺新築工事

藤和不動産株式会社 ＢＥＬⅠＳＴＡ西宮北口新築工事

大和ハウス工業株式会社 プレミスト番町新築工事
　

（３）完成工事高                          
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期別 区分
官公庁
（百万円）

民間
（百万円）

計
（百万円）

前第３四半期会計期間

（自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日）

建築工事 1,918 10,883 12,801

土木工事 842 41 884

計 2,761 10,924 13,686

当第３四半期会計期間

（自　平成21年10月１日

至　平成21年12月31日）

建築工事 1,590 10,355 11,946

土木工事 1,276 84 1,361

計 2,867 10,440 13,307

（注）１　完成工事のうち請負金額５億円以上の主なものは、次のとおりであります。

前第３四半期会計期間　

株式会社岩手互助センター ＢＥＬＬ　ＡＵＢＥ改修工事

国土交通省 東北管区警察学校（０７）射撃場建築工事

社会福祉法人　愛燦会 知的障害者入所施設あいさんはうす建設工事

学校法人大阪産業大学 スポーツ健康学科校舎兼体育館新築工事

穴吹興産株式会社 アルファステイツ神拝新築工事

当第３四半期会計期間　

東日本高速道路株式会社 北関東自動車道田沼インターチェンジ工事

株式会社大京 ライオンズ向ヶ丘遊園新築工事

大阪府 大阪府営苅田住宅民活プロジェクト工事

株式会社モリサワ モリサワ本社ビル新築工事

財務省 平成１９年度屋島住宅１号棟新築工事

２　完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりでありま

す。

前第３四半期会計期間

藤和不動産株式会社 1,582百万円11.6％

株式会社大京 1,396 10.2

当第３四半期会計期間

株式会社大京 2,281百万円17.1％

藤和不動産株式会社 1,728 13.0

　
（４）繰越工事高（平成21年12月31日現在）

区分
官公庁
（百万円）

民間
（百万円）

計
（百万円）

建築工事 2,823 36,871 39,694

土木工事 1,604 207 1,811

計 4,427 37,078 41,506

（注）繰越工事のうち請負金額５億円以上の主なものは、次のとおりであります。

国立大学法人千葉大学
千葉大学（医病）病棟・母子センター棟改修

（Ⅱ期）工事
平成23年２月完成予定

藤和不動産株式会社 ＢＥＬＩＳＴＡ南長崎６丁目新築工事 平成22年９月完成予定

三菱地所株式会社 文京区小石川四丁目プロジェクト新築工事 平成23年３月完成予定

東京建物株式会社 Ｂｒｉｌｌｉａ荏田プロジェクト新築工事 平成22年11月完成予定

三井不動産レジデンシャル

株式会社
京都市中京区扇屋町計画新築工事　 平成22年７月完成予定　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年

度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、該当事項はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

①経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な景気後退局面からやや持ち直し

てきたものの、企業業績や雇用情勢は依然として厳しく、引き続き景気の先行きは不透明な状況
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がつづいております。

この間、当建設業界におきましては、住宅着工戸数の大幅な落ち込みに加え、企業収益の悪化

により設備投資も依然低調なままであり、建設投資の低迷は今後も続くものと思われ、受注競争

は一層激しさを増してきております。

このような状況の中、当第３四半期連結会計期間の当社グループの受注高は、前年同期比

92.7％増の11,270百万円となりました。

個別工事の原価低減の徹底、販管費の削減をさらに進めた結果、当社グループの第３四半期連

結会計期間の業績は、利益率が当初の見通しを上回り、売上高が13,800百万円（前年同期比2.5

％減）、営業利益が586百万円（前年同期比118.1％増）、経常利益が495百万円（前年同期比

163.8％増）、四半期純利益は107百万円（前年同期は415百万円の四半期純損失）となりました

。

なお、事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

（建設事業）

当社グループの受注高につきましては、11,270百万円（前年同期比92.7％増）、完成工事高は

13,618百万円（前年同期比1.7％減）、営業利益は692百万円（前年同期比85.2％増）となりま

した。

当社の受注高につきましては、11,051百万円（前年同期比95.9％増）、完成工事高は13,307百

万円（前年同期比2.8％減）となりました。なお、受注高における建築と土木の構成比率は、建築

工事が89.3％、土木工事が10.7％、また、完成工事高の工事別内訳は、建築工事が89.8％、土木工

事が10.2％となりました。

 

（不動産事業等）

不動産事業等（不動産の売買、賃貸管理ならびに保険の代理業等）の売上高は181百万円（前

年同期比38.9％減）、営業損失は0百万円（前年同期は8百万円の営業利益）となりました。

 

②財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、「受取手形・完成工事未収入金等」が減少したこ

となどにより、前連結会計年度末比4,673百万円減（9.7％減）の43,338百万円となりました。

負債合計は、「支払手形・工事未払金等」「短期借入金」が減少したことなどにより、前連結

会計年度末比5,171百万円減（12.1％減）の37,601百万円となりました。

純資産合計は、「利益剰余金」「その他有価証券評価差額金」が増加したことなどにより、前

連結会計年度末比497百万円増（9.5％増）の5,736百万円となりました。

 

EDINET提出書類

大末建設株式会社(E00093)

四半期報告書

 6/29



（２）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次の

とおりであります。　

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加による資金の減少はあったものの、仕

入債務の増加及びたな卸資産の減少などによる資金の増加などにより、当第３四半期連結会計

期間は647百万円の資金の増加（前第３四半期連結会計期間は5,760百万円の資金の減少）とな

りました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、差入保証金の回収による収入などにより、73百万円の

資金の増加（前第３四半期連結会計期間は273百万円の資金の減少）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の減少などにより、1,797百万円の資金の減少

（前第３四半期連結会計期間は3,855百万円の増加）となりました。

これらの結果、当第３四半期連結会計期間のキャッシュ・フローは、1,077百万円の支出（前第

３四半期連結会計期間は2,179百万円の支出）となり、当第３四半期連結会計期間末の現金及び

現金同等物は、6,830百万円（前第３四半期連結会計期間末は3,904百万円）となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はあ

りません。

　 

（４）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における研究開発費は13百万円でありました。また、研究開発活動の

状況について重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】

（１）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

　

（２）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な

設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、

除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】
種類 発行可能株式総数（株）

                 普通株式 222,467,750

計 222,467,750

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 106,142,250 106,142,250

東京証券取引所

大阪証券取引所

各市場第一部

単元株式数

1,000株

計 106,142,250 106,142,250 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　平成21年10月１日～

平成21年12月31日　
－ 106,142,250 － 5,307 － －

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は

把握しておりません。　

 

（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認

できないため、記載することができないことから、直前の基準日 (平成21年９月30日) に基づ

く株主名簿による記載をしております。　
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①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式   1,046,000　

　　　

― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 101,875,000　 101,875 ―

単元未満株式 普通株式　 3,221,250　 ― ―

発行済株式総数 106,142,250― ―

総株主の議決権 ― 101,875 ―

（注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が18,000株含まれております。

　　　また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数18個が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

大末建設株式会社

大阪市中央区久太郎

町二丁目５番28号
1,046,000    1,046,000 0.99

計 ― 1,046,000    1,046,000 0.99

（注）このほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式2,000株（議決権2個）があ

ります。

なお、当該株式は「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 47 53 68 59 50 47 40 40 38

最低（円） 24 43 46 42 46 35 33 28 30

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとお

りであります。

（１） 退任役員
役名 職名 氏名 退任年月日

監査役　 ― 村越　紀一　 平成21年７月20日

　

（２） 役員の異動
新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

監査役 ―　 常勤監査役 ― 橋本　武和　 平成21年６月20日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設

業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四

半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸

表規則に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び

当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20

年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月

１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 7,717 4,902

受取手形・完成工事未収入金等 ※5
 25,379 30,010

販売用不動産 1,338 1,338

未成工事支出金 1,457 4,738

材料貯蔵品 16 20

その他 919 2,159

貸倒引当金 △202 △725

流動資産合計 36,626 42,445

固定資産

有形固定資産

土地 1,748 1,742

その他（純額） ※1
 1,585

※1
 1,588

有形固定資産計 3,334 3,330

無形固定資産 153 131

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 1,431

※2
 1,059

その他 2,126 1,072

貸倒引当金 △334 △27

投資その他の資産計 3,223 2,104

固定資産合計 6,711 5,566

資産合計 43,338 48,011

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 ※5
 14,059 15,211

短期借入金 18,250 20,897

未払法人税等 34 51

未成工事受入金 981 2,380

完成工事補償引当金 142 145

賞与引当金 2 103

工事損失引当金 52 7

その他 1,982 2,003

流動負債合計 35,505 40,799

固定負債

長期借入金 24 59

繰延税金負債 17 4

退職給付引当金 2,025 1,873

その他 29 35

固定負債合計 2,096 1,973

負債合計 37,601 42,773
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,307 5,307

資本剰余金 － 572

利益剰余金 500 △219

自己株式 △90 △89

株主資本合計 5,717 5,569

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 19 △331

評価・換算差額等合計 19 △331

純資産合計 5,736 5,238

負債純資産合計 43,338 48,011
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高

完成工事高 47,890 38,616

不動産事業等売上高 1,129 1,928

売上高合計 49,019 40,545

売上原価

完成工事原価 44,713 35,675

不動産事業等売上原価 1,019 1,636

売上原価合計 45,732 37,311

売上総利益

完成工事総利益 3,176 2,941

不動産事業等総利益 110 292

売上総利益合計 3,286 3,233

販売費及び一般管理費 ※1
 2,590

※1
 2,342

営業利益 696 890

営業外収益

受取利息 27 26

受取配当金 20 13

保険配当金 － 17

その他 37 13

営業外収益合計 85 70

営業外費用

支払利息 275 298

その他 50 36

営業外費用合計 326 334

経常利益 456 626

特別利益

前期損益修正益 0 3

賞与引当金戻入額 － 94

特別利益合計 0 98

特別損失

前期損益修正損 1 3

固定資産売却損 0 －

固定資産除却損 9 5

投資有価証券評価損 196 －

本社移転費用 － 52

貸倒引当金繰入額 433 440

その他 80 37

特別損失合計 721 539

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△265 186

法人税、住民税及び事業税 32 38

法人税等調整額 △35 △0

法人税等合計 △2 38

四半期純利益又は四半期純損失（△） △262 148
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高

完成工事高 13,854 13,618

不動産事業等売上高 296 181

売上高合計 14,151 13,800

売上原価

完成工事原価 12,779 12,321

不動産事業等売上原価 256 137

売上原価合計 13,036 12,459

売上総利益

完成工事総利益 1,074 1,296

不動産事業等総利益 40 43

売上総利益合計 1,115 1,340

販売費及び一般管理費 ※1
 846

※1
 754

営業利益 268 586

営業外収益

受取利息 10 10

受取配当金 5 6

保険配当金 － 3

その他 6 1

営業外収益合計 22 22

営業外費用

支払利息 103 104

その他 0 8

営業外費用合計 103 112

経常利益 188 495

特別利益

賞与引当金戻入額 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失

前期損益修正損 0 3

固定資産除却損 9 0

投資有価証券評価損 170 －

本社移転費用 － 0

貸倒引当金繰入額 336 337

その他 80 35

特別損失合計 595 377

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△407 118

法人税、住民税及び事業税 10 9

法人税等調整額 △2 1

法人税等合計 7 11

四半期純利益又は四半期純損失（△） △415 107
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△265 186

減価償却費 61 72

売上債権の増減額（△は増加） △1,101 3,377

たな卸資産の増減額（△は増加） △928 3,285

仕入債務の増減額（△は減少） △3,780 △1,151

その他 129 △208

小計 △5,884 5,561

利息及び配当金の受取額 83 58

利息の支払額 △284 △248

法人税等の支払額 △57 △55

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,143 5,314

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △666 △78

差入保証金の回収による収入 － 110

差入保証金の差入による支出 － △79

定期預金の預入による支出 △388 △180

その他 63 68

投資活動によるキャッシュ・フロー △991 △158

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,929 △2,620

長期借入れによる収入 67 64

長期借入金の返済による支出 △106 △126

預り担保金の純増減額（△は減少） － 161

その他 △286 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,604 △2,521

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,530 2,635

現金及び現金同等物の期首残高 5,435 4,195

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,904

※1
 6,830
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、長期（工期12ヶ月超）の

工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適

用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　

平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より

適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期連結

会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事について

は工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用しております。

これにより、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間の

売上高は2,964百万円増加し、営業損益、経常損益及び税金等調整前四半期純

損益は、それぞれ379百万円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

（四半期連結損益計算書関係）　

前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「保険配当金」は、営業

外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。なお、前第３

四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「保険配当金」は4百万円であります。　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

１　 前第３四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示して

おりました「差入保証金の差入による支出」「差入保証金の回収による収入」は重要性が増加したため、当第３

四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。なお、前第３四半期連結累計期間の「投資活動によ

るキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「差入保証金の差入による支出」「差入保証金の回収による

収入」は、それぞれ△2百万円、6百万円であります。

２　 前第３四半期連結累計期間において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示して

おりました「預り担保金の純増減額（△は減少）」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間では区

分掲記することとしております。なお、前第３四半期連結累計期間の「財務活動によるキャッシュ・フロー」の

「その他」に含まれる「預り担保金の純増減額（△は減少）」は△283百万円であります。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

（四半期連結貸借対照表関係）　

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令

第50号）の適用に伴い、前第３四半期連結会計期間において、「その他のたな卸資産」として掲記されていたものは、

当第３四半期連結会計期間は「販売用不動産」「材料貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前第３四半期連結会

計期間の「その他のたな卸資産」に含まれる「販売用不動産」「材料貯蔵品」は、それぞれ1,368百万円、0百万円で

あります。　　
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１　完成工事補償引当金の算定方法 当第３四半期連結会計期間末の補償実績率等が第２四半期連結会計期間末

に算定したものと著しい変化がないと認められるため、第２四半期連結会計

期間末の補償実績率を使用して算定しております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法 減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費につい

ては、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定しております。

３　法人税等の算定方法 法人税等の納付税額の計算に関して、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産減価償却累計額 1,241百万円 ※１　有形固定資産減価償却累計額 1,212百万円

　 　

※２　このうち非連結子会社及び関連会社に対する金額は、

次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 14百万円

　

※２　このうち非連結子会社及び関連会社に対する金額は、

次のとおりであります。　

投資有価証券（株式） 14百万円

　

　３　保証債務

連結会社以外の会社が顧客からの前受金につい

て、信用保証会社等から保証を受けており、この前受

金保証について連結会社が信用保証会社等に対して

保証を行っております。

　３　保証債務

　連結会社以外の会社が顧客からの前受金について、信

用保証会社等から保証を受けており、この前受金保証

について連結会社が信用保証会社等に対して保証を

行っております。

 保証額

日本エスリード㈱他１社 41百万円

 保証額

㈱マリモ他１社 64百万円

　 　

　４　受取手形割引高    1,123百万円

　

※５　四半期連結会計期間末日満期手形は、手形交換日を

もって決済処理しております。従って、当四半期連結会

計期間末日は、金融機関の休業日であったため四半期

連結会計期間末日満期手形が以下の科目に含まれてお

ります。

受取手形

支払手形

    36百万円　

1,438　

　４　受取手形割引高 300百万円

　

　５　           ─────────
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１  このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであり

ます。

※１  このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであり

ます。

従業員給料手当 1,076百万円

賞与引当金繰入額 7

貸倒引当金繰入額 62

退職給付費用 230

　

従業員給料手当 1,014百万円

退職給付費用 263

　     

　     

２  当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

業において、契約により工事の完成引渡しが第４四

半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期

連結会計期間から第３四半期連結会計期間における

売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が

多くなるといった季節的変動があります。

２  当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

業において、契約により工事の完成引渡しが第４四

半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期

連結会計期間から第３四半期連結会計期間における

売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が

多くなるといった季節的変動があります。

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※１  このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであり

ます。

※１  このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであり

ます。

従業員給料手当 337百万円

賞与引当金繰入額 7

貸倒引当金繰入額 38

退職給付費用 77

　

従業員給料手当 366百万円

退職給付費用 99

　     

　     

２  当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

業において、契約により工事の完成引渡しが第４四

半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期

連結会計期間から第３四半期連結会計期間における

売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が

多くなるといった季節的変動があります。

２  当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

業において、契約により工事の完成引渡しが第４四

半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期

連結会計期間から第３四半期連結会計期間における

売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が

多くなるといった季節的変動があります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金　連結貸借対照表計上額  4,500百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △595

現金及び現金同等物 3,904

現金預金　連結貸借対照表計上額 7,717百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △887

現金及び現金同等物 6,830

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 106,142千株　

　

２．自己株式の種類及び総数

普通株式 1,051千株　

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

５．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成21年６月16日開催の定時株主総会決議に基づき、平成21年７月21日付で資本準備金全額を取り

崩し、その他資本剰余金へ振替え、さらに繰越利益剰余金に振替えております。これにより、当第３四半期連結

会計期間末において、資本剰余金が572百万円減少し、利益剰余金が同額増加しております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
建設事業
（百万円）

不動産事業等
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                     

（１）外部顧客に対する売上高 13,854 296 14,151 － 14,151

（２）セグメント間の内部売上

高又は振替高
0 72 72 (72) －

計 13,854 368 14,223 (72) 14,151

営業利益 373 8 382 (113) 268

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
建設事業
（百万円）

不動産事業等
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                     

（１）外部顧客に対する売上高 13,618 181 13,800 － 13,800

（２）セグメント間の内部売上

高又は振替高
0 32 33 (33) －

計 13,619 214 13,833 (33) 13,800

営業利益又は営業損失（△） 692 △0 692 (105) 586

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
建設事業
（百万円）

不動産事業等
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                     

（１）外部顧客に対する売上高 47,890 1,129 49,019 － 49,019

（２）セグメント間の内部売上

高又は振替高
1 218 219 (219) －

計 47,891 1,348 49,239 (219) 49,019

営業利益又は営業損失（△） 1,031 △10 1,020 (324) 696

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
建設事業
（百万円）

不動産事業等
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                     

（１）外部顧客に対する売上高 38,616 1,928 40,545 － 40,545

（２）セグメント間の内部売上

高又は振替高
1 100 101 (101) －

計 38,617 2,029 40,646 (101) 40,545

営業利益 1,047 163 1,210 (319) 890
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（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

（１）事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

（２）各区分に属する主要な事業の内容

建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業

不動産事業等：不動産の売買及び賃貸、保険の代理業、一般労働者派遣業、警備業他

２．会計処理の方法の変更

前第３四半期連結累計期間　

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

 　 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会

計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用して

おります。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、

不動産事業等で1百万円減少しております。

　

当第３四半期連結累計期間

（工事契約に関する会計基準）

　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間の建設事業の売上高は2,964

百万円増加し、営業利益は379百万円増加しております。

 

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間　

（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至

　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至

　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会

計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。　

 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

（１）株式 892 923 30

（２）債券             

国債・地方債等　 49 50 1

社債　 － － －

その他　 － － －

（３）その他 － － －

合計     942　　 974 32　

（注）四半期連結貸借対照表計上額は、当第３四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上し

たものであります。　

　

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

当社グループは、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 54.59円 １株当たり純資産額 49.84円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 2.49円 １株当たり四半期純利益金額 1.41円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △262 148

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△262 148

期中平均株式数（千株） 105,161 105,100

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 3.96円 １株当たり四半期純利益金額 1.03円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △415 107

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△415 107

期中平均株式数（千株） 105,144 105,093

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）　

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残

高は前連結会計年度末に比べて著しい変動はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成 21年 ２月 ９日

大末建設株式会社

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　石川　昌司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　柏木　　忠　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大

末建設株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日か

ら平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対

して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般

に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続

により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大末建設株式会社及び連結子会社の平

成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　上

 

 

 

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成 22年 ２月 ８日

大末建設株式会社

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　柏木　　忠　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　荒井　　巌　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大

末建設株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日か

ら平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対

して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般

に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続

により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大末建設株式会社及び連結子会社の平

成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、会社及び子会社

は、第１四半期連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27

日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を

適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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